
財政事情の公表

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項の規定に

より、令和５年４月１日から令和５年９月３０日までの期間における本市の

財政事情について、次のとおり公表します。

令和５年１２月１日

八街市長 北村 新司

１．財政の動向

令和５年１１月２２日内閣府発表の月例経済報告によると、「景気は、この

ところ一部に足踏みもみられるが、緩やかに回復している。」とし「先行きに

ついては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やか

な回復が続くことが期待される。ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や中

国経済の先行き懸念など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリス

クとなっている。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変

動等の影響に十分注意する必要がある。」としています。

本市においては、財政の健全度を客観的に表す実質赤字比率、連結実質赤字

比率、実質公債費率及び将来負担比率について、いずれの指標も国が示す早期

健全化基準を大きく下回り健全な状況が維持されていますが、財政構造の弾力

性を表す経常収支比率は、近年高水準で推移しており、財政の硬直化傾向を示

しています。また、世界情勢を要因とするエネルギー価格や物価高騰など、財



政収支を圧迫する多くの課題が潜在しています。

２．市長の財政方針

本市の財政状況は、エネルギー価格や物価高騰などの影響に加え、少子高齢

化や人口減少の進展により歳入の根幹をなす市税の減少が予測される中、社会

保障経費の増大や老朽化する公共施設の対応など行政需要は増加の一途を辿っ

ており、依然として非常に厳しい財政状況が続くことが想定されます。

このような状況におきましても、八街市総合計画２０１５に位置づけられた

施策を着実に進めていくとともに、時代に即した課題として、「通学路交通安

全対策」、「こどもを育む環境づくりの充実」、「行政デジタル化の推進」、「脱

炭素化対策の促進」についても重点的に取り組む必要があります。

予算編成においては、直面する課題解決に向けて、事業の費用対効果や優先

度の検証を徹底的に行い、前例にとらわれず歳出全般にわたり見直し行ってい

るところです。

今後においては、これまで以上に歳入歳出の収支均衡の堅持を強く意識しな

がら、将来に向け健全な財政基盤を確立することに努めます。



　ア　一般会計

【歳入】 【歳出】

決算額Ａ（千円） 構成比（％） 決算額Ｂ（千円） 構成比（％） Ｃ＝Ａ－Ｂ（千円） Ｃ／Ｂ（％） 決算額Ａ（千円） 構成比（％） 決算額Ｂ（千円） 構成比（％） Ｃ＝Ａ－Ｂ（千円） Ｃ／Ｂ（％）

1 市税 7,483,909 27.1 7,213,227 27.4 270,682 3.8 1 議会費 198,385 0.8 201,936 0.8 △ 3,551 △ 1.8

2 地方譲与税 178,919 0.6 179,147 0.7 △ 228 △ 0.1 2 総務費 2,146,181 8.2 1,918,288 7.7 227,893 11.9

3 利子割交付金 4,955 0.0 5,294 0.0 △ 339 △ 6.4 3 民生費 11,088,599 42.5 11,618,067 46.5 △ 529,468 △ 4.6

4 配当割交付金 49,893 0.2 54,530 0.2 △ 4,637 △ 8.5 4 衛生費 4,321,321 16.6 2,956,087 11.8 1,365,234 46.2

5 株式等譲渡所得割交付金 39,666 0.1 68,649 0.3 △ 28,983 △ 42.2 5 農林水産業費 274,295 1.1 512,641 2.1 △ 238,346 △ 46.5

6 法人事業税交付金 96,014 0.3 69,643 0.1 26,371 37.9 6 商工費 360,189 1.4 270,984 1.1 89,205 32.9

7 地方消費税交付金 1,579,203 5.7 1,555,784 5.9 23,419 1.5 7 土木費 1,710,447 6.6 1,929,368 7.7 △ 218,921 △ 11.3

8 ゴルフ場利用税交付金 24,519 0.1 23,745 0.1 774 3.3 8 消防費 1,306,662 5.0 1,339,927 5.4 △ 33,265 △ 2.5

9 自動車取得税交付金 595 0.0 1 0.0 594 59,400.0 9 教育費 2,757,917 10.6 2,313,461 9.3 444,456 19.2

10 環境性能割交付金 26,888 0.1 22,571 0.1 4,317 19.1 10 災害復旧費 0 0.0 0 0.0 0 -  

11 地方特例交付金 46,534 0.2 155,129 0.6 △ 108,595 △ 70.0 11 公債費 1,903,231 7.3 1,901,772 7.6 1,459 0.1

12 地方交付税 4,774,311 17.3 4,623,298 17.6 151,013 3.3 12 予備費 0 0.0 0 0.0 0 -  

13 交通安全対策特別交付金 5,687 0.0 6,219 0.0 △ 532 △ 8.6 26,067,226 100.0 24,962,532 100.0 1,104,694 4.4

14 分担金及び負担金 93,920 0.3 90,846 0.3 3,074 3.4
※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない場合があります。

15 使用料及び手数料 253,775 0.9 249,658 0.9 4,117 1.6

16 国庫支出金 6,612,936 24.0 7,049,439 26.8 △ 436,503 △ 6.2

17 県支出金 1,620,041 5.9 1,784,519 6.8 △ 164,478 △ 9.2

18 財産収入 16,149 0.1 20,300 0.1 △ 4,151 △ 20.4

19 寄附金 70,963 0.3 86,236 0.3 △ 15,273 △ 17.7

20 繰入金 562,811 2.0 295,130 1.1 267,681 90.7

21 繰越金 770,632 2.8 521,378 2.0 249,254 47.8

22 諸収入 605,754 2.2 506,921 1.9 98,833 19.5

22 市債 2,659,800 9.6 1,751,500 6.7 908,300 51.9

27,577,875 100.0 26,333,164 99.8 1,244,711 4.7

※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない場合があります。

　イ　特別会計

【歳入】 【歳出】

Ｃ＝Ａ－Ｂ（千円） Ｃ／Ｂ（％） Ｃ＝Ａ－Ｂ（千円） Ｃ／Ｂ（％）

国民健康保険特別会計 △ 291,346 △ 3.3 国民健康保険特別会計 △ 273,931 △ 3.1

後期高齢者医療特別会計 67,776 9.3 後期高齢者医療特別会計 70,643 9.8

介護保険特別会計 263,177 5.3 介護保険特別会計 112,013 2.3

39,607 0.3 △ 91,275 △ 0.6

8,768,898

決算額Ｂ（千円）

14,410,953

5,230,641

14,319,678

794,451 791,881

14,566,550 計計

計

区分

8,581,065 8,872,411

726,675

4,967,464

14,606,157

5,032,830

8,494,967

令和４年度

計

決算額Ａ（千円）

３．決算の概況

会計名
比較

比較令和３年度 令和４年度 令和３年度比較

4,920,817

比較

721,238

令和３年度

区分

会計名

令和４年度

令和３年度令和４年度

決算額Ｂ（千円）決算額Ａ（千円）



４．収入及び支出の概況

　ア　一般会計

【歳入】 【歳出】

現計予算額（千円） 収入済額（千円） 未収入額（千円） 収入率（％） 現計予算額（千円） 支出済額（千円） 予算残額（千円） 執行率（％）

Ａ Ｂ ＡーＢ Ｂ／Ａ＊100 Ａ Ｂ ＡーＢ Ｂ／Ａ＊100

1 市税 7,506,750 4,327,890 3,178,860 57.7           1 議会費 212,378 108,680 103,698 51.2           

2 地方譲与税 173,000 51,952 121,048 30.0           2 総務費 2,096,592 879,053 1,217,539 41.9           

3 利子割交付金 3,000 1,551 1,449 51.7           3 民生費 10,840,398 4,595,103 6,245,295 42.4           

4 配当割交付金 52,000 12,737 39,263 24.5           4 衛生費 4,173,112 1,355,866 2,817,246 32.5           

5 株式等譲渡所得割交付金 44,000 0 44,000 -             5 農林水産業費 438,510 145,147 293,363 33.1           

6 法人事業税交付金 79,000 59,578 19,422 75.4           6 商工費 215,410 135,219 80,191 62.8           

7 地方消費税交付金 1,615,000 879,926 735,074 54.5           7 土木費 1,594,739 502,049 1,092,690 31.5           

8 ゴルフ場利用税交付金 23,000 8,644 14,356 37.6           8 消防費 1,373,048 743,966 629,082 54.2           

9 自動車取得税交付金 1 0 1 -             9 教育費 2,761,832 1,001,908 1,759,924 36.3           

10 環境性能割交付金 27,000 8,126 18,874 30.1           10 災害復旧費 1 0 1 -             

11 地方特例交付金 53,000 41,878 11,122 79.0           11 公債費 1,907,931 956,373 951,558 50.1           

12 地方交付税 4,856,000 3,359,028 1,496,972 69.2           12 予備費 38,687 0 38,687 -             

13 交通安全対策特別交付金 6,000 2,882 3,118 48.0           25,652,638 10,423,364 15,229,274 40.6           

14 分担金及び負担金 109,384 39,075 70,309 35.7           

15 使用料及び手数料 263,552 121,088 142,464 45.9           

16 国庫支出金 5,467,683 2,104,032 3,363,651 38.5           

17 県支出金 1,712,808 167,572 1,545,236 9.8            

18 財産収入 12,333 10,807 1,526 87.6           

19 寄附金 52,000 32,255 19,745 62.0           

20 繰入金 956,653 0 956,653 -             

21 繰越金 197,717 800,648 △ 602,931 404.9          

22 諸収入 415,857 158,680 257,177 38.2           

23 市債 2,026,900 0 2,026,900 -             

25,652,638 12,188,349 13,464,289 47.5           

　イ　特別会計

【歳入】 【歳出】

現計予算額（千円） 収入済額（千円） 未収入額（千円） 収入率（％） 現計予算額（千円） 支出済額（千円） 予算残額（千円） 執行率（％）

A Ｂ Ａ－Ｂ Ｂ／Ａ＊100 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ｂ／Ａ＊100

国民健康保険特別会計 8,594,814 3,646,183 4,948,631 42.4           8,594,814 3,338,697 5,256,117 38.8           

後期高齢者医療特別会計 813,825 289,733 524,092 35.6           813,825 177,006 636,819 21.7           

介護保険特別会計 5,039,623 2,555,547 2,484,076 50.7           5,039,623 2,069,952 2,969,671 41.1           

14,448,262 6,491,463 7,956,799 44.9           14,448,262 5,585,655 8,862,607 38.7           

区分区分

会計名 会計名

計

計

　後期高齢者医療特別会計

　国民健康保険特別会計

計 計

　介護保険特別会計



５．市の負担の状況

　市税収入と市民負担の状況

比較

収入額（千円） 市民１人あたり （Ａ－Ｂ）／Ｂ＊100

Ａ の負担額（円） （％）

１ 市民税 3,499,391 46.8         51,055 1.6

(1) 個人 3,171,220 42.4         46,278 1.6

(2) 法人 328,171 4.4          4,776 1.9

２ 固定資産税 2,917,946 39.0         41,000 5.5

(1) 固定資産税 2,914,094 38.9         40,939 5.5

(2) 国有資産等所在市町村交付金 3,852 0.1          62 △ 7.2

３ 軽自動車税 256,182 3.4          3,587 5.9

(1) 環境性能割 12,318 0.2          114 60.6

(2) 種別割 243,864 3.3          3,473 4.1

４ 市たばこ税 686,066 9.2          9,505 7.0

５ 特別土地保有税 0 -  0 -  

６ 入湯税 0 -  0 -  

７ 都市計画税 124,324 1.7          1,778 3.7

7,483,909 100.0        106,924 3.8

※各年度末の人口　令和４年３月末日現在67,461人、令和５年３月末日現在67,154人

※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所があります。

６．財産、公債の状況

　ア　市有財産の状況

１ 公有財産

(1) 土地 ㎡ ㎡ ㎡

(2) 建物 ㎡ ㎡ ㎡

(3) 山林 ㎡ ㎡ ㎡

(4) 有価証券 千円 千円 千円

(5) 出資による権利 千円 千円 千円

２ 物品 点 点 点

３ 基金

(1) 財政調整基金（一般会計） 千円 千円 千円

(2) 財政調整基金（国民健康保険特別会計） 千円 千円 千円

(3) 減債基金 千円 千円 千円

(4) 青少年育成基金 千円 千円 千円

(5) 地域振興基金 千円 千円 千円

(6) 地域福祉基金 千円 千円 千円

(7) 高額療養費貸付基金 千円 千円 千円

(8) 国保出産費貸付基金 千円 千円 千円

(9) 介護給付費準備基金 千円 千円 千円

(10) 落花生の郷やちまた応援寄附金によるまちづくり基金 千円 千円 千円

(11) 文化会館建設基金 千円 千円 千円

(12) 野球場建設基金 千円 千円 千円

(13) 公共施設等整備基金 千円 千円 千円

(14) 森林環境整備基金 千円 千円 千円

　イ　公債費の状況

一般会計 千円 千円 千円 千円

７．公営企業の経理の概況

　下水道業務状況説明書(上半期)及び水道業務状況説明書(上半期)をご参照ください。

18,839,413 0 927,589 17,911,824

区分 令和４年度末現在高
令和5年4月～令和5年9月増減

令和５年９月末現在高
借入額 償還額

174,006 0 174,006

16,598 135 16,733

2,449 0 2,449

3,224 0 3,224

903,007 0 903,007

69,296 0 69,296

8,000 0 8,000

2,400 0 2,400

1,991 0 1,991

23,010 0 23,010

122,542 0 122,542

9,983 0 9,983

2,332,702 710,000 3,042,702

715,237 77,553 792,790

877,465 0 877,465

111 1 112

4,589 0 4,589

500 0 500

1,115,805 5,525 1,121,330

148,113 0 148,113

計 111,444 7,213,227 100.0        

区分 令和４年度末現在高 令和5年4月～令和5年9月増減 令和５年９月末現在高

0 0 -  

0 0 -  

3,631 234,281 3.2          

10,216 641,247 8.9          

3,815 241,949 3.4          

183 7,668 0.1          

43,394 2,761,758 38.3         

57 4,152 0.1          

4,887 322,208 4.5          

43,452 2,765,910 38.3         

の負担額（円） Ｂ

52,110 3,444,189 47.7         

47,223 3,121,981 43.3         

1.7          1,851 119,932

区分

令和４年度決算 令和３年度決算

市民１人あたり
構成比（％）

収入額（千円）
構成比（％）


